
今
年
の
勧
告
は
、
５
年
連

続
特
別
給
（
ボ
ー
ナ
ス
）
を

引
上
げ
る
と
し
て
い
る
も
の

の
、
月
例
給
を
引
下
げ
て
、

年
間
給
与
を
１
万
３
千
円
引

下
げ
る
マ
イ
ナ
ス
勧
告
に
な

り
ま
し
た
。

月
例
給
の
引
下
げ
額
は
１

９
１
４
円
（
平
均
）
で
す
が
、

府
職
員
の
採
用
環
境
が
厳
し

い
こ
と
を
考
慮
し
、
初
任
給

及
び
若
年
層
は
引
下
げ
な
い
、

ま
た
は
引
下
げ
率
を
緩
和
す

る
、
と
し
て
い
ま
す
。
具
体

的
に
は
①
24
才
以
下
は
引
下

げ
な
い
②
25
才
〜
31
才
は
引

下
げ
率
を
緩
和
③
32
才
以
上

は
一
律
０
・
６
％
引
下
げ
る
、

と
し
て
い
ま
す
。

「
大
阪
経
済
は
よ
く
な
っ

た
」
と
宣
伝
す
る
維
新
府
政
。

し
か
し
、
そ
こ
で
挙
げ
ら
れ

る
の
は
「
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

（
外
国
人
の
訪
日
旅
行
者
）

の
増
大
」
（
十
年
で
６
・
５

倍
）
で
す
。
肝
心
の
府
民
所

得
や
個
人
消
費
は
減
り
続
け

て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

府
民
の
フ
ト
コ
ロ
を
温
め

る
施
策
な
し
に
、
府
民
の
く

ら
し
も
大
阪
経
済
も
よ
く
な

ら
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

安
心
し
て
生
活
で
き
る
賃

金
、
仕
事
量
に
見
合
っ
た
賃

金
を
要
求
す
る
こ
と
は
、
当

た
り
前
の
こ
と
で
す
。
今
回

の
勧
告
に
は
納
得
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
。
職
場
に
お

届
け
し
て
い
る
「
職
場
決
議
」

を
泉
北
教
組
ま
で
ご
提
出
く

だ
さ
い
。
生
活
改
善
に
つ
な

が
る
賃
上
げ
を
め
ざ
し
、
府

労
組
連
に
結
集
し
、
府
と
の

交
渉
の
場
に
届
け
ま
す
。

№２１２３ 泉北教育 ２０１８年 １０月２９日 （２）

泉 北教 組に加 入し て子ど もと教 育を 守ろう ！

10
月
16
日
、
大
阪
府
人
事
委
員
会
は
大
阪
府
知
事
と
大
阪
府

議
会
に
対
し
て
「
平
成
30
年

職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
報
告

及
び
勧
告
」
を
行
い
ま
し
た
。

【
人
事
委
員
会
】

日
本
の
公
務
員
は
、
賃
金
や

労
働
条
件
を
交
渉
で
決
め
る
仕

組
み
が
あ
り
ま
せ
ん
。
本
来
、

働
く
者
誰
も
が
持
つ
交
渉
権
の

「
代
替
」
と
し
て
人
事
委
員
会

（
国
は
人
事
院
）
が
あ
り
ま
す
。

人
事
委
員
会
は
民
間
事
業
所
の

調
査
か
ら
「
民
間
格
差
」
を
も

と
に
公
務
員
賃
金
等
の
「
勧
告
」

を
行
い
ま
す
。

●月例給は二年ぶりの引下げ

●特別給（ボーナス）は五年連続の引上げ

Ⅰ．月例給

本年4月分の職員給与は、民間を１,914円

（0.05％）上回っている。

この較差を踏まえ、給与表に定める給料月

額を引下げ

Ⅱ．特別給（ボーナス）

１）特別給を0.05％引上げ

（年間4.40月分⇒同4.45月分）

民間の状況等を踏まえ勤勉手当に配分

２）平成31年度以降、6月期と12月期の期

末手当が均等になるよう配分

Ⅲ．改訂時期

平成30年4月1日に遡って改定

ただし、Ⅰについては、条例公布日の属す

る月の翌月の初日から改定

Ⅱの２）については、平成31年度から改定

【
人
事
委
員
会
と
議
会
】

人
事
委
員
会
の
勧
告
だ
け
で
賃
金
等
は
決
ま
り
ま
せ
ん
。
勧

告
を
受
け
た
議
会
の
承
認
が
必
要
で
す
。
大
阪
府
は
勧
告
さ
え

実
施
し
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
る
の
で
、
「
職
場
決
議
」
の
提
出

や
府
労
組
連
と
し
て
の
交
渉
が
大
切
で
す
。


